
平成２６年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取り組
みの課題

市内経済の活性化に向け、創業支援事
業を実施しているが、いかに創業に結
び付けるか、そのための支援策につい
て、空き店舗対策を念頭に取り組む必
要がある。

④今後の
改善計画

中小企業経営の安定及び活性化に向
け、融資条件の更なる緩和策や空き店
舗活用による創業支援など市内産業の
新陳代謝を図る。

①今年度
(H2６)の
改善計画

②今年度
(H2６)に
実施した
取り組み

国の産業競争力強化法に基づき、必要
な改正を行う。

国が制定した産業競争力強化法に基づ
き、現条例に創業支援融資の対象に強
化法で定める創業者を加え、併せて、
居住・納税要件等の改正を行い、融資
要件を緩和した。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

Ｂ　必要性は変わら
ない

Ａ　市が担うべき

有効性

0.15

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2６年度

1,579,160 1,048,050 1,036,390

0.22

130,962,754

130,010,580 131,209,562 130,962,754

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

131,589,740 132,257,612 131,999,144

融資限度額は金融機関ごとに取扱実績
に基づき市の預託額が設定されてい
る。金融機関によっては預託額に不足
が生じ、融資を控えざるを得ない場合
がある。融資限度額の総額は預託金の
協調倍率１０倍の１２億円としてきた
が、平成２４年度より運用率及び新規
金融機関の参入により１千万円の増額
補正し、総額１３億円の融資枠で運用
した。平成２７年３月末の運用率は
69.7パーセントとなっている。景気も
回復基調にあることから、設備投資が
拡大されることも予想され、融資枠増
については的確に判断する必要があ
る。

平成2４年度 平成2５年度

130,010,580 131,209,562

0.15

社 →→44

→→73.70 69.70

実績より52 50

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

資金融資により経営安定
が図られた企業数

46 46 41 社 →→ 実績より

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市内に営業所、事務所を
有している法人又は個人

意図
事業
目的

01

対象

市内中小企業の経営安定のため、市内の金融機関を通じ資金融資を行い、市内中小企業の経
営の健全化を図る。

昭和３８年、中小企業の発展と良好な経営に寄与することを目的に資金融資条例を施行。
国・県等でも様々な融資制度が設けられ、運転資金、設備資金などの経営資金を必要とする
中小企業者等に対し、緊急措置的な融資なども行われている。中小企業における経営環境や
景気低迷の折、今後とも運転資金や設備の近代化等に対する資金融資制度の存在は欠かせな
い。

市内中小企業者に資金融資を行い、経営の安定に貢献する

主管課長金子　孝行商業の拠点づくりと地域密着型サービスの強化

会計 小事大事

01

目項

07 01 02 01

申請件数

事業名

政　策
施　策

05

5-1

中小企業資金融資事業

５節　賑わいと活気に満ちた流山（産業の振興） 主管課 商工課

77.20

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

③ 運用率

④

指標

①

②

％ （貸付残高）÷(総融資枠）

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)


